
1 

2025 年 1 月 30 日 

「日高村営改良住宅建替事業」の事業契約締結について 

当社のグループ会社（グループ中核企業）である株式会社合人社計画研究所は、高知県日高村の PFI

事業（※1）である「日高村営改良住宅建替事業」に関し、2024年 12月 2日に同社を代表企業とするグ

ループにて優先交渉権を獲得していたところ、今般、2024年 12月 24日付で日高村と事業契約を締結す

る運びに至りました。 

本事業は、昭和 50 年代に建築され老朽化した日高村村営改良住宅の建替えを行い、安全安心に生活

できる誰もが暮らしやすい住環境の形成及び長期間の維持管理に配慮した住宅を整備するもの。3 カ所

の団地に計 50戸の住宅を建設し、余剰地には駐車場、広場等の共用スペースを設置します。 

今後、2026 年 4 月以降順次入居していく計画として村営住宅の設計・建設を行い、以降約 29 年にわ

たり維持管理運営業務等を進めていくことになります。本件は民間事業者が市町村の公営賃貸住宅の設

計・建設、移転支援、維持管理・運営と資金調達を行う、官民のパートナーシップによる事業であり、

当社グループにおいては 12件目の同種事業への参画（※2）です。 

PPP/PFI 事業で取り組む領域は多岐、広範囲にわたりますが、住居系については当社の最もコアな事

業領域であるマンション管理のノウハウを、より高度に活用することができます。公営住宅、公務員住

宅、宿舎等の住居系施設の PPP/PFI事業は中心的な領域のひとつとして注力していきます。 

当社の PPP/PFI事業の受託実績は別紙の通り、本件事業の詳細は下記の通りです。 

※1 「PPP」とは：パブリック・プライベート・パートナーシップ。公民が連携して公共サービスの提供を行うスキーム。PFIは、PPPの

代表的な手法の一つ。

「PFI」とは：プライベイト・ファイナンス・イニシアティブ。公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウ

ハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという

考え方。

（日本 PFI・PPP協会ホームページより抜粋） 

※2 「長洲町宮野地区地域優良賃貸住宅整備事業（250戸）」2017年 4月契約／「鹿島市中村住宅整備事業（40戸）」2017年 9月契約

「吉備中央町定住促進住宅整備事業（25戸）」2018年 8月契約／「津和野町定住推進住宅整備事業（12戸）」2019年 1月契約

「小山町落合地域優良賃貸住宅整備事業（40戸）」2019年 3月契約／「津野町定住促進住宅整備事業（8戸）」2020年 3月契約 

「中土佐町日ノ川団地整備事業（8戸）」2020年 9月契約／「田名部まちなか団地整備事業」（60戸）」2021年 3月契約 

「三浦市子育て賃貸住宅等整備事業（26戸）」2022年 6月契約／「江府町移住促進住宅整備事業（12戸）」2022年 9月契約 

「安芸太田町定住促進住宅整備事業（20戸）」2024年 3月契約 
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記 

1．事業名 

日高村営改良住宅建替事業 

2．発注者 

高知県日高村 

3．事業場所 

・西ノ越更新住宅 

高知県高岡郡日高村本郷字浮田 3551 番 他 

・西田更新住宅 A・B 

高知県高岡郡日高村下分字柏木 1643 番 1 他 

高知県高岡郡日高村下分字仮屋 1612 番 6 他 

高知県高岡郡日高村下分字有ノ木 1279 番 1 他 

高知県高岡郡日高村下分字有ノ木 1303 番 1 他 

高知県高岡郡日高村下分字有ノ木 1297 番 1 他 

・西田更新住宅 C 

高知県高岡郡日高村下分字流田 1991 番 1 他 

4．事業期間 

2024 年 12 月 24 日～2055 年 3 月 31 日 

 ・施設整備期間：2024 年 12 月 24 日～2026 年 10 月末（予定） 

 ・供用開始：2026 年 4 月～（以降順次、供用開始予定） 

 ・維持管理運営期間：2026 年 4 月～2055 年 3 月 31 日 

5．事業の概要 

日高村村営改良住宅の整備及び維持管理運営 

住 戸 数：50戸 

・西ノ越更新住宅 

木造・平屋建て 6戸（2LDK）、延床面積 382.56㎡ 

・西田更新住宅 A・B 

木造・平屋建て 32戸（2LDK）、延床面積 1849.01㎡ 

・西田更新住宅 C 

木造・2階建て 12戸（2LDK）、延床面積 596.16㎡ 

6．事業方式 

PFI法に基づく BTO（建設・移管・運営）方式  

（Build Transfer Operate。民間事業者が施設を建設後、所有権を公共に移管したうえで、民間

事業者が維持管理・運営を行う方式） 

7．契約金額 

1,544,207,563 円（うち取引にかかる消費税及び地方消費税の額 123,279,500 円） 

8. 事業者 

名 称：株式会社ひだかコミュニティー住宅 

（本事業のための特別目的会社（SPC）） 

所在地：高知県高岡郡日高村本郷 1613 番地 3 

代表者：玉里 裕邦（株式会社合人社計画研究所 四国ブロック長） 

資本金：400 万円 
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出資者： 

 

 

 

 

 
 
※参考：SPC への出資を行わない「協力企業」として依光建築設計事務所（所長 依光成

元、所在地：高知県高知市）、株式会社中成（代表取締役 中上健介、所在地：高知県高

岡郡）が参画 

9．株式会社合人社計画研究所が担当する業務 

事業マネジメント、移転支援業務、維持管理運営業務 

 

10．完成イメージ 

西ノ越更新住宅 

 

 

 

 

 

 

 

 

西田更新住宅 A・B 

 

 

 

 

 

 

 

 

西田更新住宅 C 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

出資者（代表者） 所在地 出資割合 

株式会社合人社計画研究所（代表取締役：福井滋） 広島県広島市 87.75％ 

和建設株式会社（代表取締役：中澤陽一） 高知県高知市 5％ 

ミタニ建設工業株式会社（代表取締役：三谷剛平） 高知県高知市 5％ 

株式会社三和（代表取締役：片田文隆） 高知県高岡郡 1.75% 

 

%％ 
有限会社艸建築工房（代表取締役：横畠康） 

（）） 

高知県高知市 0.5% 

％ 






